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中野市にぎわい創生推進事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市内経済の活性化及び集客によるにぎわいの創生を図るため、特定任意団

体が実施するにぎわいを創生する事業に対し、予算の範囲内で補助金を交付することについ

て、中野市補助金等交付規則（平成30年中野市規則第10号。以下「規則」という。）に定める

もののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、特定任意団体とは次の全てに該当するものをいう。 

 ⑴ 第４条各号に掲げる事業に取り組む５人以上の者で構成する団体 

 ⑵ 市内に事務局を設置し、責任の所在が明確である団体 

 ⑶ 公序良俗に反しない団体 

 （成果の指標） 

第３条 当該補助事業に係る規則第19条第３項に規定する指標は、第４条に掲げる事業の達成と

する。 

 （補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業は、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

 ⑴ 地域経済活性化事業 

ア 市内の生産者、事業者及び消費者を結び付けて市場開拓及び地域経済の活性化を図る

5,000人以上の集客が見込める催し物 

イ 市内の生産者、事業者及び消費者を結び付けて市場開拓及び地域経済の活性化を図る

500人以上の集客が見込める催し物 

 ⑵ 商店街活性化事業 商店街のにぎわいの創生及び販売促進に寄与する1,000人以上の集客

が見込める催し物 

 （補助事業者） 

第５条 補助金の交付の対象となるものは、特定任意団体とする。 

 （補助対象経費及び補助金額） 

第６条 補助金の交付の対象となる経費及び補助金額は、次の表のとおりとする。ただし、他の

補助金の対象となるものは除く。 

事業名 区分 対象経費 補助金額 

地域経

済活性

化事業 

第４条

第１号

ア 

⑴ 広報に要する経費 

⑵ 会場の設営、警備に要する経費 

⑶ 講師等謝礼に要する経費 

⑷ 保険の加入に要する経費 

⑸ その他市長が必要と認める経費 

対象経費の３分の２以内とする。 

ただし、500万円を限度とする。 

第４条

第１号

イ 

対象経費の２分の１以内とする。 

ただし、100万円を限度とする。 

商店街

活性化

事業 

第４条

第２号 

対象経費の３分の２以内とする。 

ただし、200万円を限度とする。 
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（補助金交付の申請） 

第７条 規則第３条の申請書は、中野市にぎわい創生推進事業補助金交付申請書（様式第

１号）によるものとする。 

２ 規則第３条の要綱で定める関係書類は、次に掲げるものとする。 

⑴  事業計画書 

⑵  収支予算書 

⑶  団体構成員名簿 

⑷ その他市長が必要と認める書類 

 （事業の変更等） 

第８条 規則第５条第３号の承認を受けようとする場合は、中野市にぎわい創生推進事業変更

（中止・廃止）承認申請書（様式第２号）を市長に提出しなければならない。 

２ 規則第５条第３号の要綱で定める軽微な変更は、次に掲げるものとする。 

 ⑴ 補助金額に変更を及ぼさない補助事業に要する経費の配分の変更 

 ⑵ 補助事業の成果に低下をもたらさない内容の細部の変更 

 （申請の取下げ） 

第９条 規則第６条第１項の申請の取下げは、規則第４条第１項に定める通知を受けた日から14

日以内に提出して行うものとする。 

（実績報告） 

第10条 規則第10条の実績報告書は、中野市にぎわい創生推進事業実績報告書（様式第３号）に

よるものとし、提出期限は、補助事業が完了した日若しくは廃止の承認を受けた日から起算し

て30日を経過した日又は補助金の交付決定のあった日の属する年度の３月31日のいずれか早い

日とする。 

２ 規則第10条の要綱で定める関係書類は、次に掲げるものとする。 

 ⑴ 事業実績調書 

 ⑵ 収支決算（見込）書 

 ⑶ 経費の支払を証する書類 

 ⑷ 事業の実施状況を確認できる書類 

 （補助金交付の請求） 

第11条 規則第13条の規定による交付請求は、中野市にぎわい創生推進事業補助金交付（概算

払）請求書（様式第４号）により行うものとする。 

（その他） 

第12条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

（失効） 

２ この要綱は、令和６年３月31日限り、その効力を失う。 


